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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等が含まれていません。 

２ 第125期から第129期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載

していません。 

３ 第126期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 従業員数は就業人員数を表示しています。 

回次 第125期 第126期 第127期 第128期 第129期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 22,519 22,312 22,076 22,103 21,496 

経常利益 (百万円) 2,579 1,989 843 1,795 880 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
(百万円) 1,197 974 △3,539 1,393 1,246 

純資産額 (百万円) 43,692 43,323 40,053 41,077 42,521 

総資産額 (百万円) 50,584 50,164 48,133 53,511 51,811 

１株当たり純資産額 (円) 858.35 850.80 790.98 812.54 842.64 

１株当たり 

当期純利益金額又は 

当期純損失金額(△) 

(円) 23.52 18.23 △69.85 26.22 24.71 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 86.4 86.4 83.2 76.8 82.1 

自己資本利益率 (％) 2.8 2.2 ― 3.4 3.0 

株価収益率 (倍) 18.8 19.6 ― 21.7 27.32 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 3,742 2,501 2,830 2,899 2,338 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,336 △2,949 △838 △7,131 △2,837 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △5,711 △766 △664 2,848 △1,821 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 7,414 6,175 7,491 6,147 3,826 

従業員数 (名) 559 538 542 542 540 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等が含まれていません。 

２ 第125期の１株当たり配当額には、創立75周年記念配当５円を含んでいます。 

３ 第125期から第129期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載

していません。 

４ 第126期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 従業員数は就業人員数を表示しています。 

回次 第125期 第126期 第127期 第128期 第129期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 21,222 20,490 20,078 20,084 19,750 

経常利益 (百万円) 2,663 1,845 749 1,693 793 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
(百万円) 1,334 854 △3,575 1,334 1,302 

資本金 (百万円) 6,867 6,867 6,867 6,867 6,867 

発行済株式総数 (千株) 50,911 50,911 50,911 50,911 50,911 

純資産額 (百万円) 42,274 41,798 38,474 39,450 40,953 

総資産額 (百万円) 48,218 47,843 45,004 50,816 49,409 

１株当たり純資産額 (円) 830.52 820.93 759.87 780.35 811.56 

１株当たり配当額 

(内１株当たり 

中間配当額) 

(円) 

(円) 

15.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

11.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

１株当たり 

当期純利益金額又は 

当期純損失金額(△) 

(円) 26.21 16.01 △70.48 25.11 25.81 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 87.7 87.4 85.5 77.6 82.9 

自己資本利益率 (％) 3.2 2.0 ― 3.4 3.2 

株価収益率 (倍) 16.9 22.3 ― 22.7 22.0 

配当性向 (％) 57.2 62.4 ― 43.8 38.7 

従業員数 (名) 499 482 478 491 502 



２【沿革】 

 当社は、当時輸入に依存していた特殊紙の国産化をはかる目的で、工学博士 佐伯勝太郎氏が大正15年11月、静岡

県駿東郡長泉町に資本金５万円で設立しました。 

 以後の沿革は次のとおりです。 

年月 事項 

大正15年11月 特種製紙株式会社を設立。 

昭和９年３月 美濃製紙株式会社を買収岐阜工場とする。 

〃 19年２月 軍の指定監督工場となり、護国第2104工場と呼称。 

〃 20年７月 戦災で岐阜工場を閉鎖。 

〃 32年６月 資本金を１億２千万円とし、株式は店頭売買承認銘柄となる。 

〃 36年10月 東京証券取引所市場第二部上場。 

〃 39年10月 真砂製紙株式会社を合併し、岐阜工場とする。 

〃 45年６月 株式会社テーエス・スピロンに資本参加。 

〃 46年７月 大型特殊紙マシン第13号抄紙機を新設。 

〃 49年４月 特種紙工株式会社を設立。 

〃 57年３月 泉興産株式会社を設立。(現・連結子会社) 

〃 60年12月 三島工場 発電ボイラーを新設。 

〃 61年３月 三島工場 新第７号抄紙機を新設。 

〃 62年９月 三島工場 第14号抄紙機及び第２号コーター(加工機)を新設。 

平成元年10月 東京証券取引所市場第一部上場。 

〃 ６年６月 三島工場第２発電所を新設。 

〃 ８年７月 三島工場第８号コーター(加工機)を新設。 

〃 10年９月 富士長泉工業団地に物流センターを新設。 

〃 13年10月 メーテル株式会社を買収し子会社とする。 

〃 15年10月 

  

株式会社テーエス・スピロンが東亜特殊紙業株式会社を吸収合併する(現・特種紙商事株式会

社、連結子会社) 

〃 17年３月 三島工場 第15号抄紙機を新設。 

〃 17年10月 

  

新メーテル株式会社と特種紙工株式会社が合併し、特種メーテル株式会社とする。（現・連結子

会社） 

  〃 18年２月 北上ハイテクペーパー株式会社に資本参加。（現・持分法適用会社） 



３【事業の内容】 

企業集団の状況 

 当社グループは、当社、子会社3社と持分法適用関連会社1社で構成され特殊印刷用紙、特殊機能紙の製造、加工、

販売を主な事業内容とし、更に事業に関連する倉庫業等を展開しております。 

(1) 紙製造・加工・販売業 

① 特殊印刷用紙・・・当社にて製造・販売しております。 

② 特殊機能紙 ・・・当社及び特種メーテル㈱にて製造・販売しております。 

 また、販売については特種紙商事㈱等の代理店を通じて販売しております。 

    ③ その他・・・北上ハイテクペーパー㈱にて原料の一部を製造しております。 

(2) その他の事業 

 その他の事業は以下のグループ各社が行っております。 

 当社グループ内の製品を保管する倉庫業及び損害保険代理業については泉興産㈱が行い、リース業については特

種メーテル㈱及び泉興産㈱が行っております。 

 事業の系統図は次のとおりです。 

 ※１ 株式会社テーエス・スピロンは平成17年９月１日に特種紙商事株式会社と社名を変更しております。 

 ※２ 紙製造販売業およびリース業を営む新メーテル株式会社と、紙製造販売業を営む特種紙工株式会社は、 

    平成17年10月１日に合併し、特種メーテル株式会社として営業しております。 

 ※３ 平成18年２月２日に北上ハイテクペーパー株式会社の株式を20％取得し、持分法適用関連会社となっており 

    ます。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 特種紙商事㈱については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を

超えています。 

２ 「議決権の所有割合」欄の（ ）内は連結子会社の持分で内数です。 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)           

泉興産㈱ 静岡県駿東郡長泉町 20 

倉庫業、損害

保険代理店、

リース業 

100.0 

業務委託契約に基づき、当

社製品を保管している。 

役員の兼任 1名。 

特種紙商事㈱  （注）1 東京都千代田区  50 紙販売業  72.5 
業務委託契約に基づき、当

社製品を販売している。  

特種メーテル㈱ 静岡県沼津市 10 
紙製造業、 

リース業 

100.0 

(9.1) 

リース契約に基づき、当社

に対し設備をリースしてい

る。役員の兼任 1名。 

(持分法適用関連会社)           

北上ハイテクペーパー㈱ 岩手県北上市 450 
 製紙原料及

び紙製造業 
20.0  役員の兼任 １名。 

主要な損益情報等 (1)売上高 2,358百万円

  (2)経常利益 30百万円

  (3)当期純利益 16百万円

  (4)純資産額 354百万円

  (5)総資産額 1,463百万円



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりです。 

 （注） 従業員数は就業人員です。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

(3) 労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は日本労働組合総連合会、日本紙パルプ紙加工産業労働組合連合会に加盟し、組合員数

は441人です。 

 なお、特に紛争もなく、穏健な労使関係を維持しています。 

  平成18年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（名） 

管理技術 158 

現業 382 

合計 540 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

502 38.0 17.2 5,830,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当社グループは、中期経営計画に基づき、さまざまな施策を実行してまいりました。 

 中期経営計画3年目にあたります当連結会計年度は、当社グループを取り巻く事業環境が、コストダウンニーズ

の高まりによる低価格品へのシフトや競争の激化、原燃料価格の高騰等により厳しい状況が続いているため「営業

基盤の強化」の年と位置付け、新製品の投入，新抄紙機の本格稼動，工場生産の見直し，新営業体制による拡販等

を推進してまいりました。 

 具体的には、我が国初の両面エンボスを施したファンシーペーパー「タントセレクト」等、新商品の投入に注力

するとともに、顧客に対して営業部門と開発部門とが一体となったコンサルティング営業活動を積極的に行ってま

いりました。 

 これらの施策を実施致しましたが、当社グループを取り巻く市場環境は予想以上に厳しく、当連結会計年度にお

ける連結売上高は、21,496百万円と前年同期に対し2.7％の減少となりました。 

 利益につきましても、新抄紙機の稼動にともなう減価償却費の大幅増加に加え、原油価格の上昇等により、営業

利益は418百万円と前年同期に対し71.4％の減益となりました。また、経常利益も880百万円と前年同期に対し

51.0％の減益、当期純利益につきましても1,246百万円と前年同期に対し10.5％の減益となりました。 

連結経営成績 

  
売上高 

(百万円、前年比％) 
営業利益 

(百万円、前年比％) 
経常利益 

(百万円、前年比％) 

平成18年３月期 21,496 △2.7 418 △71.4 880 △51.0 

平成17年３月期 22,103 0.1 1,462 △23.9 1,795 112.9 

  
当期純利益 
(百万円、 
前年比％) 

１株当たり 
当期純利益 
金額 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率
(％) 

総資本 
経常利益率 
(％) 

売上高 
経常利益率 
(％) 

平成18年３月期 1,246 △10.5 24円71銭 ―円―銭 3.0 1.7 4.1 

平成17年３月期 1,393 ― 26円22銭 ―円―銭 3.4 3.5 8.1 



 なお、当連結会計年度における商品群別の状況は次のとおりです。 

［特殊印刷用紙］ 

 特殊印刷用紙は、平成17年10月より営業の拠点を東京支店に完全に移転し、同時に営業部員を増員して、顧客

に密着した営業活動を行って参りました。 

 主力のファンシーペーパーは、「タントセレクト」などの新商品の投入や既存商品の廃品等、商品構成の見直

しを積極的に行うと共に、東京地区への営業活動を強化した結果、ほぼ前連結会計年度並みの販売実績となりま

した。 

 一方、高級印刷用紙は、競合商品が増えて価格競争が激化したことにより、当連結会計年度の売上高は前連結

会計年度に比べて減少しましたが、当連結会計年度後半については、新商品の投入や既存品の拡販により、前連

結会計年度後半の実績を上回り、販売は回復基調にあります。 

 これらの結果により、特殊印刷用紙の当連結会計年度の販売金額は前年同期に対し、ほぼ横ばいの0.7％減の

10,468百万円となりました。 

［特殊機能紙］ 

 特殊機能紙につきましては、従来、情報用紙と工業用雑種紙とに分類してご説明しておりましたが、元来両分

野の厳密な区別が困難な上、営業活動方法の類似性の観点からも、今後は一体のものとしてご説明したいと存じ

ます。 

 特殊機能紙は、新設15号抄紙マシンの特性を生かした新規商品の販売拡大と現行商品の新市場開拓を進めてお

ります。新規商品の一例としましては、食品包材としてフッ素系耐油剤を使用しない、環境にやさしい非フッ素

系食品包材「ＮＦ耐油紙」の販売活動を継続推進しておりますし、現行商品の例としましては、医用包材の拡販

活動等が挙げられます。 

 商品別にみますと、ＯＣＲ用紙は、当中間連結会計期間には大口需要を獲得することも出来ましたが、市場で

の一般紙化への影響を受け、当連結会計年度を通しては販売数量、販売金額ともに減少しております。しかしな

がら、大口ユーザーからは安定した需要があり、この需要は来年度以降も継続するものと思われます。 

 圧着ハガキ用紙においては、通信手段の多様化による通知業務の減少、市場価格の下落等の影響を受け売上減

少傾向が続いています。 

 通帳用紙・手形小切手用紙につきましては、市場全体はシュリンクしておりますが、当社グループの売上は堅

調に推移しております。 

 偽造防止用紙は、商品券を中心として着実に販売数量やシェアを伸ばしつつあり、今後更に期待できる分野で

あります。2009年（平成21年）を期限とした株券不発行制度への移行が決定しておりますが、これによる影響は

ほとんど無いと考えられ、情報用紙分野の主力製品に成長いたしました。 

 インクジェット受容紙とＩＴ関連用紙は、市場の価格競争の影響を受けて売上高が大幅に減少致しました。 

 一般的なラベル用紙は、容器製造の変更に伴い衰退しておりますが、替わりにインモールドラベル用紙の商品

群で補うべく拡販中であります。 

 各種合紙と印刷関連副資材用紙は売上高を伸ばしました。特に各種合紙は高品質が認められており、今後も期

待できる分野ですので、力点をおいて営業活動を行ってまいります。 

 これらの結果により、特殊機能紙の当連結会計年度の販売金額は前年同期に対し、4.5％減の10,693百万円とな

りました。 

 なお、従来の分類方法によりますと、情報用紙の当連結会計年度の販売金額は、前年同期に対して2.4％減の

4,987百万円となり、工業用雑種紙の当連結会計年度の販売金額は前年同期に対し6.2％減の5,706百万円となり

ます。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は,3,826百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,320百万円

（37.7％）の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は以下の通りです。 

○営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の営業活動により得られた資金は、前連結会計年度と比べ561百万円(19.4％)減少し、2,338百

万円となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益が230百万円減少し、たな卸資産が493百万円増加した

一方、非資金項目である減価償却費が655百万円増加したこと、前連結会計年度は税金還付があったこと等で

す。 

○投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の投資活動により使用した資金は前連結会計年度と比べ4,294百万円（60.2％）減少し、2,837

百万円となりました。主な要因は、設備投資資金の支払いが4,650百万円減少したこと等です。 

○財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の財務活動により使用した資金は、1,821百万円（前連結会計年度は2,848百万円の獲得）とな

りました。主な要因は、前連結会計年度に借入を3,600百万円行っていること、また、それに伴い長期借入金の

返済が1,200百万円増加したこと等です。 

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 

現金及び現金同等物 
期末残高 
(百万円) 

平成18年３月期 2,338 △2,837 △1,821 3,826 

平成17年３月期 2,899 △7,131 2,848 6,147 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格によっています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

３ これまでは、情報用紙と工業用雑種紙を区分しておりましたが、当連結会計年度より、両分野を合算し、特

殊機能紙として記載しています。 

(2) 受注実績 

 当連結会計年度における受注実績は次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格で表示しています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

３ これまでは、情報用紙と工業用雑種紙を区分しておりましたが、当連結会計年度より、両分野を合算し、特

殊機能紙として記載しています。 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

紙製造・加工・販売業     

① 特殊印刷用紙 11,314 6.6 

② 特殊機能紙 10,142 0.1 

その他の事業 － － 

合計 21,457 3.5 

区分 
受注高 受注残高 

金額（百万円） 前年同期比(％) 金額（百万円） 前年同期比(％) 

紙製造・加工・販売業         

① 特殊印刷用紙 10,570 0.7 610 20.2 

② 特殊機能紙 10,637 △4.9 367 △13.3 

その他の事業 － － － － 

合計 21,208 △2.2 977 5.0 



(3) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

 

  当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績対する割合は次のとおりです。 

 （注）１ 平成17年10月に大倉三幸㈱と㈱岡本が合併し、新生紙パルプ商事㈱となりました。 

      なお、前連結会計年度の新生紙パルプ商事㈱の販売高は、大倉三幸㈱の販売高となっております。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

紙製造・加工・販売業     

① 特殊印刷用紙 10,468 △0.7 

② 特殊機能紙 10,693 △4.5 

その他の事業 334 △9.0 

合計 21,496 △2.7 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱竹尾 5,748 26.0 5,787 26.9 

平和紙業㈱ 2,903 13.1 2,769 12.9 

新生紙パルプ商事㈱ 2,417 10.9 2,431 11.3 

㈱大文字洋紙店 2,421 11.0 2,420 11.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの当面の重点課題の一つは、成長性の維持です。ここ数年間、売上高が減少傾向にありますが、今後

は海外市場を含む新たな市場での商品開発の可能性を模索するため、営業活動・研究開発活動において、当社グルー

プの持つ経営資源を有効かつ効率的に運用することにより、売上の回復を目指していく方針です。 

 もう一つは高収益体質の回復です。従来、当社は利益面につきましては当業界の中でも高い水準にありましたが、

今連結会計年度は減価償却費や原油相場の高騰に伴う燃料費の増加を主因に営業利益が大きく減少しております。こ

のため、前連結会計年度末より営業運転を開始した第15号抄紙機を、より効率的に操業できるよう製造部門を中心と

して改善に取組む事をはじめ、受注・生産・販売体制の基本に立ち返った見直しを行う等さらなるコストダウンにも

努めてまいりますが、原燃料価格の高騰は想定を上回る勢いで続いておりますことから、過去20年以上変えておりま

せん販売価格の見直しについても、取組んでまいりたい所存です。 

 さらに、企業価値向上と経営の透明性向上の観点から、役員報酬体系について企業業績や成果がより強く反映でき

る制度の導入を検討しております。報酬の後払い的要素の強い役員退職慰労金制度や役員賞与金を廃止し、株価上昇

へのインセンティブとなるストックオプションの導入など、経営成績や株主価値に連動した報酬制度に切り替え、役

員報酬全体が経営責任と企業業績を反映できる体系作りを目指してまいります。 

４【事業等のリスク】 

(1）市場環境 

 当社グループの売上高の大半を占める紙製品の市場は、素材産業であることから需要動向が景気に大きく左右さ

れます。中でも当社グループの主力製品であるファンシーペーパーなどの特殊印刷用紙は、個人消費などへの景気

感応度が高いといえます。当社グループは、景気に左右されない差別化された製品の販売、開発に努めております

が、景気後退、消費低迷などが業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  

(2）原材料及び燃料市況 

 当社グループの製造する紙製品の主力原材料であるパルプ及び薬品は、国際的な需給動向によって価格が変動す

る国際市況製品です。当社グループは、パルプ及び薬品を社外から購入しているため、需給が逼迫し価格が上昇し

た場合には業績に悪影響を及ぼし、需給が緩和し価格が低下した場合には、業績に好影響をもたらします。 

 また、当社グループの生産拠点である製紙設備は、重油及び灯油を動力及び熱源として使用しております。重油

及び灯油も市況商品であり、パルプと同様に国際的な需給環境により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(3）為替レートの変動 

 当社グループが購入するパルプの大半は北米地域など海外からの輸入に依存しております。輸入代金は、米ドル

にて決済を行なっているため、為替レート変動に伴ないパルプ価格円貨換算額が変動し、円安の場合には原材料の

調達コストを上昇させることとなります。コストの上昇は利益率を低下させることになります。当社グループは、

ヘッジを目的とした為替予約により影響を抑える努力をしておりますが、長期的には為替レートの変動が、業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループが行っている一年を超える通貨関連デリバティブ取引は、将来予定される取引についてキャ

ッシュ・フローを安定させることを目的としております。通貨関連デリバティブにつきましては、ヘッジ会計の適

用ができないため時価会計を採用しており、その時価は為替レートの変動、日米金利差、ボラティリティなどによ

って変動いたします。時価の変動は、キャッシュ・フローには直接的には影響がありませんが、会計上は損益計算

書の営業外損益に反映されるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）退職給付債務 

 当社グループの退職給付費用および債務は、年金資産の期待収益率など一定の前提条件に基づいて算出されてお

ります。これらの前提条件が変更された場合、退職給付費用および債務に影響を及ぼすため、割引率の低下や運用

利回りの悪化などが当社グループの業績ならびに財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 



(5）環境問題 

 当社グループの主力事業である製紙事業は、排水、産業廃棄物など環境面で厳しく規制されております。このた

め、当社グループは平成15年11月に環境マネジメントシステム「ISO14001」の認証を取得し、埋立廃棄物の減少、

処理水の水質改善、省エネルギー、化学物質排出削減など環境改善活動に積極的に取組んでおりますが、今後、環

境をめぐる状況変化によって公的規制強化などへの対応が必要となる場合があります。これにより、費用増加や設

備投資負担が発生し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(6）地震の影響 

 当社グループの三島エリアが立地する静岡県は東海地震の被害が想定される地域に含まれております。また、岐

阜エリアにつきましても、東南海・南海地震の被害が想定される地域に含まれております。地震災害につきまして

は、建物等の構造上の改善や、万一損害が発生した場合の復旧体制の整備などを行ない、被害を最小化するように

努めておりますが、当社グループの製造設備が罹災した場合には、操業停止による機会損失の発生や修繕費用増加

などにより業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

 当連結会計年度の研究開発費は675百万円を計上し、当連結会計年度に上市した商品の売上高は650百万円となりま

した。当グループにおいては、当連結会計年度を含め上市後5年間のものを新商品と定義づけております。新商品の

売上高合計額は4,405百万円となり、当社グループの売上高に占める割合は約20.5％に相当いたします。今後も当社

グループの売上高に占める新商品の割合をさらに高めていくよう努めてまいります。 

 主な研究開発活動は次のとおりです。 

 特殊印刷用紙では、数年来検討してまいりました画期的な両面エンボス紙「タントセレクト」は発売当初からその

新規性が広く認められ、特に書籍分野で多くご採用いただいております。また、以前よりご要望の多かった「タン

ト」の高連量タイプを「タント厚物」として上市すると同時に色彩計画の再構築を行いました。そのほかレード紙

「マイカレイド」、「アングルカラー」のリニューアルも実施致しました。 高級印刷用紙では、「Ｍｒ．Ｂ」に高

白色タイプの「Ｍｒ．Ｂスーパーホワイト」を商品化し、色の選択がより広がりました。また、ソーダストパルプを

配合した環境対応型高白色微塗工紙「ＧＡスピリット」を商品化しました。 

 特殊機能紙のうち、圧着ハガキにおきましては市場の様々なニーズにこたえるべくリニューアル及び新規開発を継

続し、高速プリンター対応や環境への対応に配慮しております。偽造防止用紙につきましても、新規偽造防止材料の

開発など様々な偽造技術に関して検討を行っております。また、合紙関連の好調により新たに３商品を上市いたしま

した。耐油紙におきましても昨年来の課題である軽量化に成功し安定生産を行っております。 

  期間中に出願した特許等の件数は５件でした。登録された特許等の件数は17件（海外出願２件を含む）となりまし

た。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

＜資産の部＞ 

 当連結会計年度末の資産合計は51,811百万円であり、前連結会計年度末から1,700百万円の減少となっておりま

す。 

 流動資産につきましては17,187百万円と、前連結会計年度末から1,931百万円の減少となっております。これ

は、設備投資にかかる支出により現金および預金が2,350百万円減少したことが主因です。 

 固定資産につきましては、34,623百万円と、前連結会計年度末から231百万円増加しております。これは、減価

償却等により有形固定資産が1,570百万円減少したものの、株式市況の回復に伴なう評価増や出資による投資有価

証券の増加1,877百万円がそれを相殺したことが主因です。 

＜負債の部＞ 

 当連結会計年度末の負債合計は9,196百万円であり、前連結会計年度末から3,148百万円の減少となっておりま

す。 

 流動負債につきましては、その他流動負債が設備投資に伴う未払金の減少等により1,547百万円減少したことを

主因とし、1,276百万円の減少となりました。 

 固定負債につきましては、長期借入金が1,225百万円減少したことと、通貨関連デリバティブの解約により、そ

の他固定負債に含まれるデリバティブ債務が883百万円減少したこと等で1,872百万円の減少となりました。 

＜資本の部＞ 

 当連結会計年度末の資本合計は42,521百万円と、前連結会計年度末から1,444百万円の増加となっております。 

 当期純利益を計上したため利益剰余金が623百万円増加し、その他有価証券評価差額金が825百万円増加しており

ます。 

 これにより当連結会計年度末の株主資本比率は82.1％となり、前連結会計年度末と比べて5.3ポイント増加しま

した。 

(2) 経営成績 

＜売上高＞ 

 「当連結会計年度は「営業基盤の強化」の年と位置付け、新製品の投入，新営業体制による拡販等を推進してま

いりましたが、当社グループを取り巻く市場環境は予想以上に厳しく、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度

から2.7％減の21,496百万円となりました。 

 特殊印刷用紙は、主力のファンシーペーパーがほぼ前連結会計年度並みの販売実績となりましたが、高級印刷用

紙は、競合商品が増えて価格競争が激化したことにより、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べて減少

し、結果として特殊印刷用紙全体での販売金額は前連結会計年度から0.7％減の10,468百万円となりました。 

 従来の「情報用紙」と「工業用雑種紙」との合計である特殊機能紙は、ＯＣＲ用紙，圧着ハガキ用紙，インクジ

ェット受容紙，ＩＴ関連用紙や一般的なラベル用紙等については需要減少や競争激化による市場価格の下落等の影

響で減少していますが、偽造防止用紙，各種合紙や印刷関連副資材用紙等は販売数量やシェアを伸ばしており、こ

れらの結果により特殊機能紙全体では前連結会計年度から4.5％減の10,693百万円となりました。 

 その他の事業に関しては、前連結会計年度に対して9.0％減の334百万円となりました。 

＜営業利益＞ 

 修繕費の減少等のコスト減少があったものの、前連結会計年度に実施した設備投資に伴う減価償却費増加や、原

油市況の高騰によるエネルギーコストの増加等があり、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に対して

71.4％減の418百万円となりました。 

＜経常利益＞ 

 当連結会計年度における為替相場が前連結会計年度に比べ円安であったため、調達した外貨による為替差益が発

生した等により、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に対して51.0％減の880百万円となりました。 

＜当期純利益＞ 

 当連結会計年度後半に通貨関連デリバティブの大部分を解約したことで発生したデリバティブ解約益のほか、金

融関連株式の売却による投資有価証券売却益を計上した等の結果、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年

度に対して10.5％減の1,246百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当グループでは「機械設備の近代化及び新製品開発の効率化」を基本戦略とし、当連結会計年度は、三島エリアを

中心に総額1,130百万円の設備投資を実施しました。 

２【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(2) 国内子会社 

 （注）１ 金額には消費税等は含まれていません。 

２ 上記提出会社の土地の他に、43千㎡の土地を賃借しており、年間賃借料は93百万円です。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数 
(名) 建物 

及び構築物 
機械装置 
及び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

工具器具 
備品 

合計 

本社 

(静岡県駿東郡 

長泉町) 

全社、 

管理業務・ 

販売業務 

統括業務 

設備 
2,406 306 

4,818 

(122)
289 3,002 93 

三島エリア 

(   〃   ) 
紙製造業 

紙製造設備 

紙加工設備 
5,879 8,296 

455 

(44)
65 14,241 345 

岐阜エリア 

(岐阜県岐阜市) 
〃 〃 436 734 

495 

(10)
15 1,186 64 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数 
(名) 建物 

及び構築物 
機械装置 
及び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

工具器具 
備品 

合計 

特種メーテル㈱ 
静岡県 

沼津市 
紙製造業 

紙製造設備 

紙加工設備 
140 170

686 

(7)
54 1,051 29 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨定款に定めています。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 上記の増加は、転換社債の株式転換によるものです。 

(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式449,596株は、「個人その他」に449単元、「単元未満株式の状況」に596株含まれています。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成18年６月26日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 50,911,917 50,911,917 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 50,911,917 50,911,917 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
(千株) 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成10年４月１日～ 

平成11年３月31日 
10,247 50,911,917 4 6,867 4 6,521 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満 
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
― 47 16 70 39 1 2,922 3,095 ― 

所有株式数 

(単元) 
― 19,283 170 11,817 9,592 2 9,809 50,673 238,917 

所有株式数 

の割合(％) 
― 38.05 0.34 23.32 18.93 0.0 19.36 100.0 ― 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の持株数のうち、信託業務に係る持株数は次のとおりであります。 

 日本トラスティ・サービス信託銀行(株)    2,332 千株 

     ２ 平成17年10月に大倉三幸㈱と㈱岡本が合併し、新生紙パルプ商事㈱となりました。 

    ３ 株式会社ＭＡＣアセットマネジメントから平成17年７月19日付で大量保有報告書の写しの送付があり、平 

      成17年６月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当期末現在における

      実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

      なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

     

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 2,461 4.83 

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 2,461 4.83 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,332 4.58 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 2,255 4.42 

新生紙パルプ商事株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目８番地 2,255 4.42 

ロンバード オーディエ ダ

リエ ヘンチ アンド シー 

(常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行カストデイ業

務部） 

Rue de la Corraterie 11 1204 

Geneva Switzerland 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

2,131 4.18 

 エイチエスビーシー ファ

ンド サービス ジェイツー 

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店) 

Level 13,1 Queen's Road Central, 

Hong Kong 

 (東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

1,943 3.81 

エスエヌエフイー マック 

ジャパン アクティブ シェ

アホルダー ファンド エル

ピー 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

39/F EDINBURGH TOWER THE LANDMARK15 

QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

1,635 3.21 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,623 3.18 

大富運輸株式会社 静岡県沼津市東椎路650番地２ 1,560 3.06 

計 ― 20,658 40.52 

氏名又は名称 
所有株式数

 (千株) 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合(％) 

 株式会社ＭＡＣアセットマネジメント 3,834 7.53 

 計 3,834 7.53 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式は全て自己保有株式です。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社保有の自己株式596株が含まれています。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

449,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

50,224,000 
50,224 ― 

単元未満株式 
普通株式 

238,917 
― ― 

発行済株式総数 50,911,917 ― ― 

総株主の議決権 ― 50,224 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

自己保有株式 

特種製紙株式会社 

静岡県駿東郡長泉町 

本宿501番地 
449,000 ― 449,000 0.88 

計 ― 449,000 ― 449,000 0.88 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

① 平成18年６月25日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

 取締役に対するもの 

 「会社法」（平成17年法律第86号）第361条第1項の規程に基づき、下表の付与対象者にたいし株式報酬型ストック

オプションとして新株予約権を発行することを平成18年６月25日開催の定時株主総会において、決議いたしました。

 ストックオプション制度の導入につきましては、取締役の企業業績や株価への感応度をより引き上げ、株価上昇に

よるメリット及び株価下落によるデメリットを株主の皆様と共有し、業績・株価向上に対する意欲や士気を一層高め

ることを目的としております。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（平成18年6月25日定時株主総会決議） 

 （注）1 当社が株式の数の調整を行った場合は、各新株予約権の目的となる株式の数についても同様の調整を行う。 

   2 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付される株式1株あたり

の 出資金額を1円としこれに付与株式数を乗じた金額とする。 

決議年月日 平成18年6月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役6名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 42,000株を上限とする。（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1個あたり1,000円（1株あたり1円）(注）2 

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当日から20年を経過する日までとする。 

新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権者は退任した日の翌日から10日を経過す

る日までの間に限り新株予約権を行使することができる

ものとする。 

 ② 各新株予約権1個あたりの一部行使はできないものと

する。 

 ③ その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権付与契約にて定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには当社取締役会の決議による承

認を要するものとする。 



 監査役に対するもの 

 「会社法」（平成17年法律第86号）第387条第1項の規程に基づき、下表の付与対象者にたいし株式報酬型ストック

オプションとして新株予約権を発行することを平成18年６月25日開催の定時株主総会において、決議いたしました。

（平成18年6月25日定時株主総会決議） 

（注）1 当社が株式の数の調整を行った場合は、各新株予約権の目的となる株式の数についても同様の調整を行う。 

  2 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付される株式1株あたりの出

資金額を1円としこれに付与株式数を乗じた金額とする。 

決議年月日 平成18年6月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の監査役3名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 8,000株を上限とする。（注）1 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1個あたり1,000円（1株あたり1円）（注）2 

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当日から20年を経過する日までとする。 

新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権者は退任した日の翌日から10日を経過す

る日までの間に限り新株予約権を行使することができる

ものとする。 

 ② 各新株予約権1個あたりの一部行使はできないものと

する。 

 ③ その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権付与契約にて定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
  新株予約権を譲渡するには当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様に安定した配当を継続して実施することを経営の最重要課題の一つとしております。 

 また、内部留保資金につきましては、製紙業界が大きく変動しつつあることに鑑み、生産効率化への設備投資，研

究開発投資，環境対策等に充当し、経営基盤の強化を図って、経営の独自性を保っていく所存です。当事業年度の配

当金は、１株あたりの期末配当金を５円（中間配当金とあわせて10円）とさせていただきます。 

 また自己株式の取得につきましては、株式の流動性に配慮しつつ、機動的に行っていく方針です。 

（注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月11日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 上記株価は東京証券取引所市場第一部の相場によっています。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 上記株価は東京証券取引所市場第一部の相場によっています。 

回次 第125期 第126期 第127期 第128期 第129期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 519 473 456 588 770 

最低(円) 375 331 350 426 503 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 647 770 737 746 709 690 

最低(円) 597 640 668 609 602 640 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

代表取締役 

社長 

取締役会議長 

兼報酬委員会

委員 

兼指名委員会

委員 

三 澤 清 利 昭和23年９月29日生 

昭和46年３月 当社入社 

21 

平成11年７月 社長室次長 

平成12年６月 取締役社長室長 

平成13年６月 取締役社長室統轄兼営業技術総本

部副総本部長 

平成14年８月 取締役総合企画本部長 

平成15年６月 常務取締役総合企画本部長兼東京

支店長兼報酬委員会委員 

平成15年12月 常務取締役東京支店長兼報酬委員

会委員 

平成16年４月 代表取締役社長取締役会議長兼報

酬委員会委員兼指名委員会委員

(現職) 

専務取締役 
指名委員会委

員 
三 浦 凡 宗 昭和24年２月11日生 

昭和46年３月 当社入社 

17 

平成13年12月 営業技術本部第三営業部長兼総合

技術研究所長 

平成14年６月 取締役営業技術本部第三営業部長

兼総合技術研究所長 

平成14年８月 取締役営業技術本部長 

平成15年４月 取締役営業技術総本部長兼グルー

プ代理店統轄 

平成16年４月 常務取締役東京支店長兼報酬委員

会委員兼指名委員会委員 

平成17年４月 常務取締役生産・技術統括兼報酬

委員会委員兼指名委員会委員 

平成17年６月 専務取締役生産・技術統括兼報酬

委員会委員兼指名委員会委員 

平成17年７月 専務取締役生産・技術統括兼指名

委員会委員 

平成18年３月 専務取締役指名委員会委員(現職) 

取締役 

指報酬委員会

委員長 

兼指名委員会

委員長 

兼重要財産管

理委員会委員 

石 川 達 紘 昭和14年４月４日生 

昭和40年４月 東京地方検察庁検事 

9 

平成元年９月 同 特別捜査部長 

平成５年４月 同 次席検事 

平成８年６月 最高検察庁公判部長 

平成９年２月 東京地方検察庁検事正 

平成11年４月 福岡高等検察庁検事長 

平成12年11月 名古屋高等検察庁検事長 

平成13年12月 弁護士(現職) 

平成14年４月 亜細亜大学法学部教授(現職) 

平成14年８月 当社役員待遇特別顧問 

平成15年６月 当社取締役報酬委員会委員長兼重

要財産管理委員会委員長 

平成16年４月 当社取締役報酬委員会委員長兼指

名委員会委員長兼重要財産管理委

員会委員長 

平成16年６月 当社取締役報酬委員会委員長兼指

名委員会委員長兼重要財産管理委

員会委員(現職) 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

取締役 営業本部長 中 村   勲 昭和19年１月24日生 

昭和41年３月 当社入社 

7 

平成10年８月 営業本部営業部長兼営業部業務課

長 

平成11年７月 営業本部副本部長兼名古屋出張所

長 

平成13年12月 営業技術本部第２営業部長兼名古

屋出張所長 

平成14年９月 営業技術本部理事副本部長 

平成15年４月 営業技術総本部営業本部理事・本

部長 

平成15年６月 取締役営業技術総本部営業本部長 

平成16年４月 取締役営業本部長(現職) 

取締役 

東京駐在 

兼東京本社担

当 

兼重要財産管

理委員会委員

長 

田 中 英 夫 昭和13年２月３日生 

昭和35年４月 ㈱静岡銀行入行 

8 

平成元年６月 同行 取締役市場営業部長 

平成３年６月 同行 常務取締役東京駐在 

平成９年６月 同行 専務取締役 

平成11年６月 同行 取締役退任 

平成13年４月 ㈱アイワイバンク銀行（現㈱セブ

ン銀行）常勤監査役(現職) 

平成15年６月 当社役員待遇特別顧問東京駐在兼

重要財産管理委員会委員 

平成16年６月 当社取締役東京駐在兼重要財産管

理委員会委員長 

平成17年８月 当社取締役東京駐在兼東京本社担

当兼重要財産管理委員会委員長

(現職) 

取締役 

報酬委員会委

員 

兼指名委員会

委員 

伊 藤   齊 昭和21年８月22日生 

昭和44年４月 国税庁長官官房人事課採用 

15 

昭和60年７月 札幌国税局間税部長 

昭和62年７月 広島国税局調査査察部長 

昭和63年７月 東京国税局調査第一部次長 

平成２年７月 仙台国税局直税部長 

平成３年７月 大蔵省印刷局総務部職員課長 

平成５年７月 名古屋国税局総務部長 

平成７年７月 国税庁長官官房事務管理課長 

平成９年７月 税務大学校 副校長 

平成10年７月 高松国税局長 

平成11年９月 税理士(現職) 

平成12年４月 東洋大学大学院客員教授(現職) 

平成14年９月 当社顧問 

平成15年６月 当社常任監査役監査役会議長 

平成16年４月 当社常任監査役監査役会議長兼指

名委員会委員 

平成17年７月 当社常任役監査役監査役会議長兼

報酬委員会委員兼指名委員会委員 

平成18年６月 当社取締役報酬委員会委員兼指名

委員会委員(現職) 

 



 （注）１ 監査役池田信夫および野末正利は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。 

２ 取締役石川達紘、田中英夫および伊藤齊は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」です。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

 常勤監査役    大 村 皖 伸  昭和18年４月８日生

昭和41年３月 当社入社  

7 

平成13年12月 工場第一製造部長  

平成14年９月 三島工場理事工場長代行兼第二製

造部長  

平成15年４月 総務人事部理事部長  

平成15年９月 監査部理事  

平成16年３月 退職  

平成16年４月 泉興産㈱代表取締役社長  

平成17年４月 同 取締役  

平成18年６月 当社監査役（現職）  

監査役   池 田 信 夫 昭和14年９月27日生 

昭和33年４月 ㈱静岡銀行入行  

1 

平成３年６月 同行取締役沼津支店長  

平成５年４月 同行常務取締役沼津支店長  

平成９年６月 同行常務取締役  

平成11年６月 同行専務取締役支店営業カンパニ

ー長  

平成13年６月 同行専務取締役  

平成15年６月 当社監査役（現職）  

監査役   野 末 正 利 昭和19年10月18日生 

昭和38年４月 税務講習所名古屋支所 

0 

平成７年７月 豊橋税務署副所長  

平成９年７月 昭和税務署 筆頭特別国税調査官  

平成10年７月 名古屋国税局 調査部第八部門 統

括国税調査官  

平成11年７月 同 調査部第七部門 統括国税調

査官  

平成12年７月 同 調査部 特別国税調査官  

平成13年７月 刈谷税務署長  

平成15年７月 税理士（現職） 

平成18年６月 当社監査役（現職） 

        計  85



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は監査役制度採用会社ですが、任意に指名委員会，報酬委員会，重要財産管理委員会を設置しております。そ

れぞれの委員会は社内外の委員で構成されており、取締役人事案（子会社を含む）の作成・提案，報酬基準の策定，

財産の処分・管理において、適正な運用と透明性の確保に努めております。なお、当事業年度における取締役及び監

査役に支払った報酬は、それぞれ111百万円（うち、社外24百万円）、25百万円（全て社外）です。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

(1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①取締役会は６名で構成されておりますが、うち３名（弁護士・税理士・有識者）が社外取締役です。 

 また、監査役会は３名で構成されておりますが、２名（税理士，有識者）が社外監査役です。 

 指名委員会，報酬委員会，重要財産管理委員会はそれぞれ５名，４名，４名で構成されており、うち３名，２

名，２名が社外委員です。なお委員長は全て社外委員です。 

②当社は取締役会を戦略意思決定機関とし、経営の基本方針決定や業務執行の監督機能の強化を図るために執行役

員制度を導入しており、業務執行権限の一部を執行役員常務会に委譲いたしております。 

 業務執行における各階層の責任範囲と権限範囲については、業務分掌基準や決裁承認規程に制定しており、これ

に則って意思決定がなされております。また、意思決定の過程で、取締役、監査役あるいは経理財務担当部門など

がモニタリングできるような稟議システムを整えております。 

③内部監査につきましては、取締役会に直結した独立組織である監査部を設置しており、監査役会及び会計監査人

である監査法人と適時に情報及び意見の交換をしながら監査活動することで、内部監査の質を高めております。 

④外部監査につきましては、当社は平成16年3月期より新日本監査法人と監査契約を結び会計監査を受けておりま

す。当連結会計年度において業務を執行した公認会計士は、鈴木和男、太田建司及び神山宗武の３名であり、その

他に会計監査業務に関わる補助者として公認会計士３名、会計士補７名がおります。また、監査法人と監査役会と

が定期的に意見交換をすることでお互いを補完する関係を構築しております。なお、当連結会計年度中に支払った

公認会計士法第２条１項の業務に関する監査報酬は20百万円です。 

⑤この他、当社はさらなるコンプライアンス強化に向けて、社外の有識者との間で顧問契約を結んでおります。従

来は法務顧問として、分野ごとに異なる３つの法律事務所と契約を結んでおりましたが、法務案件の多様化複雑化

に効率的に対応するため、平成18年3月より総合法律事務所と契約を結びなおし、日常発生する法律問題全般に関

してより効率的に助言と指導を適時受けられる体制を整えております。 

⑥会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況ですが、指名委員会，

報酬委員会，重要財産管理委員会はそれぞれ４回，７回，６回開催し、執行役員及び子会社役員人事案，報酬基準

の改定，財産の処分・管理につき、取締役会に報告しております。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第128期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第128期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１

日から平成18年３月31日まで）及び第129期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸

表及び財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金    6,177   3,826  

２ 受取手形及び売掛金    7,627   7,709  

３ たな卸資産    4,296   4,944  

４ 繰延税金資産    361   343  

５ その他    676   377  

貸倒引当金    △19   △15  

    流動資産合計    19,119 35.7  17,187 33.2 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物及び構築物 ※１ 17,072   16,954   

  減価償却累計額   7,715 9,356  8,016 8,938  

(2) 機械装置及び運搬具 ※１ 35,787   36,247   

  減価償却累計額   25,305 10,481  26,731 9,516  

(3) 工具器具備品   1,510   1,453   

  減価償却累計額   1,011 499  1,023 430  

(4) 土地 ※１  6,630   6,559  

(5) 建設仮勘定    99   53  

  有形固定資産合計    27,068 50.6  25,497 49.2 

２ 無形固定資産         

(1) 連結調整勘定    48   11  

(2) その他    63   76  

  無形固定資産合計    112 0.2  88 0.2 

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券 ※２  6,932   8,809  

(2) 繰延税金資産    19   1  

(3) その他    274   237  

貸倒引当金    △14   △11  

  投資その他の資産合計    7,211 13.5  9,037 17.4 

  固定資産合計    34,391 64.3  34,623 66.8 

  資産合計    53,511 100.0  51,811 100.0 

 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金    1,613   1,967  

２ 短期借入金    72   72  

３ １年以内に返済予定の長期
借入金    1,260   1,225  

４ 未払法人税等    221   71  

５ 修繕引当金    138   241  

６ その他    2,841   1,293  

  流動負債合計    6,147 11.4  4,871 9.4 

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金    2,425   1,200  

２ 繰延税金負債    555   1,259  

３ 退職給付引当金    2,063   1,707  

４ 役員退職慰労引当金    76   54  

５ 修繕引当金    146   60  

６ 連結調整勘定    33   25  

７ その他    896   18  

  固定負債合計    6,197 11.6  4,325 8.3 

  負債合計    12,345 23.0  9,196 17.7 

（少数株主持分）         

少数株主持分    88 0.2  92 0.2 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金 ※３  6,867 12.8  6,867 13.3 

Ⅱ 資本剰余金    6,521 12.2  6,521 12.6 

Ⅲ 利益剰余金    25,999 48.6  26,622 51.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金    1,896 3.5  2,722 5.2 

Ⅴ 自己株式 ※４  △208 △0.3  △213 △0.4 

  資本合計    41,077 76.8  42,521 82.1 

  負債、少数株主持分及び資
本合計    53,511 100.0  51,811 100.0 



②【連結損益計算書】 

    

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

区分 

注記 

番号 金額（百万円）  

百分比

（％） 金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     22,103 100.0   21,496 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   16,896 76.4   17,483 81.4 

   売上総利益     5,207 23.6   4,012 18.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
 ※１ 

 ※２ 
  3,744 16.9   3,594 16.7 

   営業利益     1,462 6.7   418 1.9 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   4     23     

 ２ 受取配当金   78     90     

 ３ 賃貸収入   6     20     

 ４ 為替差益   39     148     

 ５ 連結調整勘定償却額   7     8     

 ６ デリバティブ評価益   143     152     

 ７ その他   73 353 1.5 69 513 2.4 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   9     31     

 ２ 賃貸費用   -   12   

 ３ その他    10 20 0.1 7 51 0.2 

   経常利益     1,795 8.1  880 4.1 

Ⅵ 特別利益               

  １ 貸倒引当金戻入益      -     7     

 ２ 固定資産売却益 ※３ 124     10     

 ３ 投資有価証券売却益   12     188     

 ４ デリバティブ解約益      -     601     

 ５ その他 ※４ 9 146 0.7 25 834 3.9 

 



    

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

区分 

注記 

番号 金額（百万円）  

百分比

（％） 金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅶ 特別損失               

 １ 前期損益修正損 ※５ 29        1     

 ２ 固定資産売却損 ※６ 5     10     

 ３ 固定資産除却損 ※７ 129     50     

 ４ 投資有価証券評価損   0     －     

 ５ 減損損失 ※９ －     128     

 ６ その他 ※８ 26 191 0.9 4 194 0.9 

   税金等調整前当期純利益     1,749 7.9   1,519 7.1 

   法人税・住民税及び事業 

税   185     72     

   法人税等調整額   159 344 1.5 195 268 1.3 

   少数株主利益     11 0.1   4 0.0 

   当期純利益     1,393 6.3   1,246 5.8 



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,521  6,521

Ⅱ 資本剰余金期末残高  6,521  6,521

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  25,115  25,999

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  1,393 1,393 1,246 1,246

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  505 555 

２ 役員賞与  3 509 68 623

Ⅳ 利益剰余金期末残高  25,999  26,622



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   前連結会計年度 当連結会計年度 

   （自 平成16年４月１日  （自 平成17年４月１日 

    至 平成17年３月31日）  至 平成18年３月31日） 

 区 分 
注記 
番号  金 額（百万円）   金 額（百万円）   

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー           

1 税金等調整前当期純利益    1,749   1,519  

2 減価償却費及びその他償却費    1,796   2,452  

3 連結調整勘定償却額    29   28  

4 投資有価証券等評価損    12   －  

5 退職給付引当金の増減額（減少△）    △268   △356  

6 役員退職慰労引当金の増減額 
（減少△）    6   △22  

7 修繕引当金の増減額（減少△）    15   16  

8 貸倒引当金の増減額（減少△）    7   △7  

9 受取利息及び受取配当金    △82   △113  

10 支払利息    9   31  

11 為替差損益（益△）    △39   △0  

12 デリバティブ評価損益（益△）    △143   △152  

13 デリバティブ解約損益（益△）    －   △601  

14 投資有価証券売却損益（益△）    △5   △188  

15 固定資産除却損    129   50  

16 固定資産売却損益（益△）    △118   △0  

17 減損損失    －   128  

18 売上債権の増減額（増加△）    △3   △82  

19 たな卸資産の増減額（増加△）    △155   △648  

20 仕入債務の増減額（減少△）    81   353  

21 役員賞与の支払額    △3   △68  

22 少数株主に負担させた役員賞与の 
支払額    △2   －  

23 その他    △616   112  

  小計    2,401   2,451  

24 利息及び配当金の受取額    82   113  

25 利息の支払額    △9   △31  

26 法人税等の支払額    △18   △195  

27 法人税等の還付額    443   －  

  営業活動によるキャッシュ・フロー    2,899   2,338  

 



   前連結会計年度 当連結会計年度 

   （自 平成16年４月１日  （自 平成17年４月１日 

    至 平成17年３月31日）  至 平成18年３月31日） 

 区 分 
注記 
番号  金 額（百万円）   金 額（百万円）   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー           

1 定期預金の払戻による収入    20   30  

2 有形固定資産の取得による支出    △7,048   △2,397  

3 有形固定資産の売却による収入    304   18  

4 投資有価証券の取得による支出    △435   △435  

5 投資有価証券の売却による収入    69   715  

6 出資金の売却による収入    9   －  

7 関係会社株式の取得による支出    －   △600  

8 その他      △51   △168  

  投資活動によるキャッシュ・フロー    △7,131   △2,837  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー           

1 短期借入金の純増減額（減少△）    △95   －  

2 長期借入れによる収入    3,600   －  

3 長期借入金の返済による支出    △60   △1,260  

4 親会社による配当金の支払額    △506   △556  

5 少数株主への配当金の支払額    △1   －  

6 自己株式の取得による支出    △88   △5  

  財務活動によるキャッシュ・フロー    2,848   △1,821  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額（減少△）    39   0  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少△）    △1,343   △2,320  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高    7,491   6,147  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1  6,147   3,826  

             



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しています。 すべての子会社を連結しています。 

 (1) 連結子会社の数 ４社 

会社名：特種紙工㈱、泉興産㈱、

㈱テーエス・スピロン、

新メーテル㈱ 

(1) 連結子会社の数 ３社 

 会社名：泉興産㈱、特種紙商事

㈱、特種メーテル㈱ 

 特種紙工㈱と新メーテル㈱は平成17年10

月1日に合併し、特種メーテル㈱として営

業しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 （1）持分法適用の関連会社の数 １社 

 会社名：北上ハイテクペーパー㈱ 

 北上ハイテクペーパー㈱につきましては

株式取得により関連会社となりましたの

で、当連結会計年度から、持分法の適用

範囲に含めております。なお、平成18年3

月31日をみなし取得日としております。 

（2）持分法適用会社の事業年度に関する  

事項 

 持分法適用会社の事業年度の末日は連結

決算日と一致しています。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しています。 

 同左 

  

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (ロ)デリバティブの評価基準及び評価

方法 

時価法 

(ロ)デリバティブの評価基準及び評価

方法 

時価法。ただし、金利スワップの特

例処理の適用要件を満たすものにつ

いては特例処理を適用しておりま

す。 

 (ハ)たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

主として移動平均法による低価法 

(ハ)たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

(イ)有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しています。主

な耐用年数は次の通りです。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

(イ)有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しています。主

な耐用年数は次の通りです。 

 建物及び構築物    ６～50年 

機械装置及び運搬具  ３～15年 

建物及び構築物    ６～50年 

機械装置及び運搬具  ３～15年 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ロ)無形固定資産 

 ソフトウエア（自社利用分）につ

いては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を、そ

の他の無形固定資産については定額

法を採用しています。 

(ロ)無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してい

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

同左 

 (ロ)修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の支出に

備えるため、発生費用見込額のうち

当連結会計年度に負担すべき費用を

期間配分し設定しています。 

(ロ)修繕引当金 

同左 

 (ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌連結会計

年度に一括費用処理することとして

います。 

(ハ)退職給付引当金 

同左 

 (ニ)役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部の会社

は、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額

を計上しています。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部の会社

は、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額

を計上しています。ただし、平成17

年4月１日以降に係る役員退職慰労引

当金の繰入は停止しています。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理していま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっています。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っています。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しています。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は手許現

金、随時引出可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期的投

資からなっています。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日  
   至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
 （自 平成17年４月１日 
     至 平成18年３月31日） 

―――――― 

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は128百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 



（表示方法の変更） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結損益計算書）  前連結会計年度に特別損失「固定資産

処分損」に含めて表示していました「固

定資産売却損」及び「固定資産除却損」

は、当連結会計年度より区分掲記するこ

とといたしました。 

 なお、前連結会計年度に特別損失「固

定資産処分損」に含めていました「固定

資産売却損」及び「固定資産除却損」は

それぞれ、33百万円および139百万円で

す。 

 前連結会計年度に営業外費用「その

他」に含めて表示していました「賃貸費

用」は、当連結会計年度より営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記

することといたしました。 

 なお、前連結会計年度に営業外費用

「その他」に含めていました「賃貸費

用」は0百万円であります。 

  

(連結キャッシュ・フロー計

算書) 

１ 前連結会計年度に区分掲記していま

した営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「投資有価証券売却益」（当

連結会計年度12百万円）及び「投資

有価証券売却損」（当連結会計年度

６百万円）は当連結会計年度より相

殺のうえ、「投資有価証券売却損

益」として表示することといたしま

した。 

―――――― 

  ２ 前連結会計年度に営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含

めて表示していました「固定資産売

却益」（前連結会計年度４百万円、

当連結会計年度124百万円）及び「固

定資産売却損」（当連結会計年度５

百万円）は当連結会計年度より相殺

のうえ、「固定資産売却損益」とし

て表示することといたしました。 

  

  ３ 前連結会計年度に財務活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含

めて表示していました「自己株式の

取得による支出」は、当連結会計年

度より区分掲記することといたしま

した。 

 なお、前連結会計年度の「その

他」に含まれる「自己株式の取得に

よる支出」は101百万円であります。 

  

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産のうち、工場財団を組成し次のとお

り債務の担保に供しています。 

※１ 有形固定資産のうち、工場財団を組成し次のとお

り債務の担保に供しています。 

財団抵当に供している金額（帳簿価額） 

建物及び構築物 6,168百万円

機械装置 9,046 〃 

土地 175 〃 

計 15,391百万円

担保されている債務  

長期借入金 10百万円

財団抵当に供している金額（帳簿価額） 

建物及び構築物 5,932百万円

機械装置 8,318  〃 

土地 175 〃 

計 14,426百万円

担保されている債務  

長期借入金 10百万円

※２    ――――――――――――――― ※２ 投資有価証券8,809百万円のうち、600百万円は関

連会社株式です。 

※３ 当社の発行済株式数は、普通株式50,911,917株で

す。 

※３ 当社の発行済株式数は、普通株式50,911,917株で

す。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式441,368

株です。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式449,596

株です。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりです。 

研究開発費 617百万円

運送費 545 〃 

販売促進費 482 〃 

給料手当 403 〃 

減価償却費 145 〃 

連結調整勘定償却 37 〃 

退職給付費用 33 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 29 〃 

貸倒引当金繰入額 7 〃 

研究開発費 550百万円

販売促進費 517 〃 

運送費 497 〃 

給料手当   392 〃 

減価償却費  217 〃 

連結調整勘定償却 37 〃 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                      

   657百万円   675百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 

工具器具備品 124百万円 工具器具備品 10百万円

※４ その他特別利益のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※４ その他特別利益のうち主要なものは次のとおりで

す。 

保険解約益 6百万円 投資有価証券償還益 14百万円

  

※５ 前期損益修正損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※５ 前期損益修正損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

過年度受取利息修正 20百万円

滞留債権等整理損 8 〃 

 過年度売掛金修正 1百万円 

   

※６ 固定資産売却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※６ 固定資産売却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

工具器具備品 5百万円 工具器具備品 9百万円

※７ 固定資産除却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※７ 固定資産除却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

建物及び構築物 58百万円

機械装置及び運搬具 66 〃 

工具器具備品 2 〃 

無形固定資産その他 2 〃 

建物及び構築物 21百万円

機械装置及び運搬具  20  〃 

工具器具備品 2 〃 

※８ その他特別損失のうち主要なものは次のとおりで

す。 

出資金評価損 11百万円

投資有価証券売却損 6 〃 

保険解約損 5 〃 

 ※８ その他特別損失のうち主要なものは次のとおりで

す。 

従業員割増退職金 3百万円

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※９       ――――――     ※９ 当連結会計年度において、当社グループは事業所

別にグルーピングを行い、遊休資産については物

件ごとにグルーピングを行い、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しています。 

    遊休資産については、将来における利用計画がなく

    地価も著しく下落しているため、帳簿価額を回収可

    能価額まで減少し、当該減少額を減損損失額として

    認識しました。その内訳は以下のとおりです。 

    なお、回収可能価額として正味売却価額により測定

    しており、売却が見込まれるものについては売却見

    込額、それ以外のものについては主として固定資産

    税評価額から算出しています。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円） 
備考 

 静岡県 

 富士宮市 
製造設備等 土地等 109  遊休状態 

 長野県 

 茅野市 
厚生施設 建物等 16  遊休状態 

 静岡県 

 長泉町 
厚生施設  土地等  2  遊休状態 

合計   128  

建物及び構築物    37百万円 

機械装置及び運搬具     11  〃 

土地     70  〃 

その他     7 〃 

合計    128 〃 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,177百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △30 〃 

現金及び現金同等物 6,147百万円

現金及び預金勘定 3,826百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 － 〃 

現金及び現金同等物 3,826百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

          (百万円)

  
機械装置 

及び運搬具 
  
工具器具 

備品 
  合計 

取得価額 

相当額 
391   9   400 

減価償却 

累計額 

相当額 

321   2   323 

期末残高 

相当額 
70   7   77 

         (百万円)

  
機械装置 

及び運搬具
 
工具器具 

備品 
  合計 

取得価額 

相当額 
13  10   24 

減価償却 

累計額 

相当額 

5  4   10 

期末残高 

相当額 
7  6   13 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 54百万円 (3百万円)

１年超 34 〃 (8 〃 )

合計 88百万円 (11百万円)

１年以内 7百万円 (3百万円)

１年超  14 〃 (4 〃 )

合計 22百万円( 8百万円)

上記の( )内は内数で、転リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額です。 

上記の( )内は内数で、転リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額です。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 52百万円

減価償却費相当額 52 〃 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11 〃 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため支払利子込み

法により算定しています。 

 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失

累計額及び期末残高 

  工具器具備品 

取得価額 15百万円

減価償却累計額 10 〃 

期末残高 4百万円

  工具器具備品 

取得価額 18百万円

減価償却累計額 12 〃 

期末残高 5百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 6百万円 ( 3百万円)

１年超 15 〃 ( 8 〃 )

合計 22百万円 (22百万円)

１年以内 7百万円( 3百万円)

１年超 10 〃 ( 5 〃 )

合計 17百万円 ( 8百万円)

上記の( )内は内数で、転リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額です。 

上記の( )内は内数で、転リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額です。 

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 15百万円

減価償却費 19 〃 

受取リース料 3百万円

減価償却費 2 〃 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積り残存価額の残高の合

計額が、営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため受取利子込み法により算定しておりま

す。 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積り残存価額の残高の合

計額が、営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため受取利子込み法により算定しておりま

す。 

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当連結会計年度に減損処

理したものはありません。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を連結貸借対照表額に計上しています。

減損処理額は次のとおりです。 

非上場株式(店頭売買株式を除く)   0百万円 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

① 株式 2,439 5,628 3,188 

② 債券 － － － 

③ その他 47 52 5 

小計 2,486 5,680 3,194 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

① 株式 0 0 △0 

② 債券 427 416 △10 

③ その他 457 419 △37 

小計 885 836 △48 

合計 3,371 6,517 3,145 

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円) 

69 12 6 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

 ① 非上場株式 414 

合計 414 



４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当連結会計年度に減損処

理したものはありません。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

債券         

(1)社債 － 107 － － 

(2)その他 － 322 － － 

合計 － 429 － － 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

① 株式 2,697 7,191 4,493 

② 債券 427 449 21 

③ その他 － － － 

小計 3,124 7,640 4,515 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

① 株式 0 0 △0 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 0 0 △0 

合計 3,125 7,640 4,515 

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円) 

715 188 － 



３ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。なお、当連結会計年度に減損処理したものはありませ

ん。 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

 ① 非上場株式 1,169 

合計 1,169 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

債券         

(1)社債 － 117 － － 

(2)その他 － 352 － － 

合計 － 469 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は為替予約取引で

す。 

(1) 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は為替予約取引、金

利スワップ取引です。 

(2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針です。 

(2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替、金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針です。 

(3) 取引の利用目的 

 外貨建原料購入予定取引の為替変動リスクを回避す

る目的で利用しています。 

(3) 取引の利用目的 

 外貨建原料購入予定取引の為替変動リスクを回避す

る目的、借入金利の将来の金利変動リスクを回避する

目的で利用しています。 

  また、金利スワップ取引について特例処理の条件を

満たしている場合には特例処理を採用しています。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有し

ています。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してい

ます。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は金利市場の金利変動リスクをそれぞ

れ有しています。 

  なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してい

ます。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っています。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

 「契約額等」については、この金額自体が必ずしも

デリバティブ取引によるリスクの大きさを示すもので

はありません。 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の( )内は、オプション料です。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっています。 

当連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の( )内は、オプション料です。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっています。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

次へ  

種類 契約額等(百万円) 
契約額等のうち 
１年超(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引         

買建 1,247 534 △599 60 

米ドル         

通貨オプション         

買建(コール) 1,375 1,057 16 △13 

米ドル (95) (69)     

売建(プット) 1,915 1,477 204 56 

米ドル (111) (102)     

通貨スワップ         

受取米ドル・支払円 1,109 659 △108 39 

合計 ― ― ― 143 

種類 契約額等(百万円) 
契約額等のうち 
１年超(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨オプション         

買建(コール) 333 222 12 8 

米ドル (20) (12)     

売建(プット) 333 222 △15 35 

米ドル (31) (24)     

通貨スワップ         

受取米ドル・支払円 659 320 0 108 

合計 ― ― ― 152 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度および退職一時金制度等を設け

ています。また、従業員の退職等に際して、退職給付

会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象と

されない割増退職金を支払う場合があります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △4,159百万円

② 年金資産 2,064 〃 

③ 未積立退職給付債務①＋② △2,094 〃 

④ 未認識数理計算上の差異 31 〃 

⑤ 退職給付引当金 △2,063百万円

① 退職給付債務 △3,872百万円

② 年金資産 2,479 〃 

③ 未積立退職給付債務①＋② △1,393 〃 

④ 未認識数理計算上の差異 △314 〃 

⑤ 退職給付引当金 △1,707百万円

３ 退職給付費用の内訳 ３ 退職給付費用の内訳 

① 勤務費用 183百万円

② 利息費用 66 〃 

③ 期待運用収益 △40 〃 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 70 〃 

⑤ 退職給付費用 278百万円

① 勤務費用 183百万円

② 利息費用 61 〃 

③ 期待運用収益 △41 〃 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 31 〃 

⑤ 退職給付費用 235百万円

 簡便法を採用している子会社の退職給付費用は、①

勤務費用に含めています。 

 簡便法を採用している子会社の退職給付費用は、①

勤務費用に含めています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法   

期間定額基準   

② 割引率 1.5％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 １年

① 退職給付見込額の期間配分方法   

期間定額基準   

② 割引率 1.5％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 1年

(ただし、翌連結会計年度から費用処理することと

しています。) 

(ただし、翌連結会計年度から費用処理することと

しています。) 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(流動資産)  

繰延税金資産  

未払賞与 192百万円

修繕引当金 55 〃 

未払事業税 33 〃 

その他 85 〃 

評価性引当額 △5 〃 

繰延税金資産合計 362百万円

繰延税金負債との相殺 △1 〃 

繰延税金資産純額 361百万円

(流動資産)   

繰延税金資産   

未払賞与 182 百万円

修繕引当金 95 〃  

未払事業税 11 〃 

その他 60 〃 

評価性引当額 △6 〃 

繰延税金資産合計 343百万円 

繰延税金負債との相殺 － 〃  

繰延税金資産純額 343百万円 

(固定資産)  

繰延税金資産  

固定資産評価損 1,095百万円

退職給付引当金 818 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 497 〃 

投資有価証券評価損 118 〃 

繰越欠損金 111 〃 

修繕引当金 58 〃 

役員退職慰労引当金 30 〃 

出資金評価損 29 〃 

その他 37 〃 

評価性引当額 △1,723 〃 

繰延税金資産合計 1,073百万円

繰延税金負債との相殺 △1,053 〃 

繰延税金資産純額 19百万円

(固定資産)   

繰延税金資産   

退職給付引当金 676百万円 

固定資産評価損 645 〃  

減価償却費損金算入限度超過額 407 〃  

繰越欠損金 361 〃  

投資有価証券評価損 58 〃  

出資金評価損 29 〃  

修繕引当金 24 〃  

役員退職慰労引当金 21 〃  

その他 10 〃  

評価性引当額 △1,378 〃  

繰延税金資産合計 856百万円 

繰延税金負債との相殺 △855 〃  

繰延税金資産純額 1百万円 

(流動負債)  

繰延税金負債  

貸倒引当金 △1百万円

繰延税金資産との相殺 1 〃 

繰延税金負債純額 △0百万円

(流動負債)  

繰延税金負債  

  

――――――  

(固定負債)  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △1,268百万円

固定資産圧縮積立金 △173 〃 

その他 △167 〃 

繰延税金負債合計 △1,609百万円

繰延税金資産との相殺 1,053 〃 

繰延税金負債純額 △555百万円

(固定負債)   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 1,792百万円 

固定資産圧縮積立金 167 〃  

その他 154 〃  

繰延税金負債合計 2,114百万円 

繰延税金資産との相殺 △855 〃  

繰延税金負債純額 1,259百万円 

 



前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.7％ 

（調整）   

評価性引当額の減少 △13.5％ 

試験研究費等の税額控除 △2.1％ 

受取配当金等永久に益金算入さ

れない項目 
△0.9％ 

その他 △3.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
19.7％ 

法定実効税率 39.7％ 

（調整）   

評価性引当額の減少 △22.5％ 

住民税均等割等 0.7％ 

受取配当金等永久に益金算入さ

れない項目 

△1.1％ 

  

交際費損金不算入額 0.8％ 

その他 0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
17.7％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平

成18年３月31日) 

 紙製造・加工・販売業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び

全セグメント資産金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しています。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、売上高及び資産の金額は全て本邦のものであるため記載を省

略しています。 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 812.54円 842.64円 

１株当たり当期純利益金額 26.22円 24.71円  

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載していません。 

同左 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益金額(百万円) 1,393 1,246 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 68 － 

(うち利益処分による役員賞与金) (68) － 

普通株式に係る当期純利益金額 

(百万円) 
1,324 1,246 

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,532 50,466 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注) １ 長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１

年ごとの返済予定額の総額 

２ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 272 72 0.0 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,392 1,247 1.06 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,490 1,453 1.07 
平成19年8月～ 

平成20年1月 

内部取引の消去 △397 △275 － － 

合計 3,757 2,497 － － 

区分 
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
(百万円) 

長期借入金 1,222 － － － 

小計 1,222 － － － 

内部取引の消去 22 － － － 

差引 1,200 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     5,056     2,772   

２ 受取手形     57     31   

３ 売掛金 ※３   7,496     7,598   

４ 商品     50     38   

５ 製品     1,933     2,347   

６ 原材料     1,071     1,298   

７ 仕掛品     198     370   

８ 貯蔵品     339     373   

９ 前渡金     －     48   

10 前払費用      －     45   

11 繰延税金資産     323     321   

12 未収入金     593     287   

13 その他     227     29   

14 貸倒引当金     △7     △7   

流動資産合計     17,339 34.1   15,554 31.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物 ※１ 14,907     15,006     

減価償却累計額   6,337 8,570   6,808 8,197   

(2) 構築物 ※１ 1,633     1,492     

減価償却累計額   1,006 626   967 525   

(3) 機械装置 ※１ 34,212     34,822     

減価償却累計額   23,997 10,215   25,528 9,294   

(4) 車両運搬具   146     151     

減価償却累計額   93 53   108 43   

(5) 工具器具備品   842     805     

減価償却累計額   425 416   435 369   

(6) 土地 ※１   5,944     5,769   

(7) 建設仮勘定     98     53   

有形固定資産合計     25,925 51.0   24,252 49.1 

２ 無形固定資産               

(1) 借地権     25     25   

(2) ソフトウェア     18     24   

(3) 電話施設利用権     3     3   

(4) その他     6     5   

無形固定資産合計     53 0.1   59 0.1 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     6,930     8,208   

(2) 関係会社株式     297     897   

(3) 出資金     88     88   

(4) 関係会社長期貸付金     65     253   

(5) 長期前払費用     65     39   

(6) その他     62     68   

(7) 貸倒引当金     △11     △11   

投資その他の資産合計     7,498 14.8   9,543 19.3 

固定資産合計     33,476 65.9   33,855 68.5 

資産合計     50,816 100.0   49,409 100.0 

                

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     1,455     1,594   

２ １年以内に返済予定の
長期借入金 

    1,200     1,200   

３ 未払金     1,422     337   

４ 未払費用     991     920   

５ 未払法人税等     193     24   

６ 預り金     21     18   

７ 修繕引当金     138     241   

８ その他     16     1   

流動負債合計     5,440 10.7   4,338 8.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     2,400     1,200   

２ 繰延税金負債     401     1,105   

３ 退職給付引当金     2,018     1,695   

４ 役員退職慰労引当金     63     44   

５ 修繕引当金     146     60   

６ デリバティブ債務     896     13   

固定負債合計     5,925 11.7   4,118 8.3 

負債合計     11,365 22.4   8,456 17.1 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   6,867 13.5   6,867 13.9 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金   6,521     6,521     

資本剰余金合計     6,521 12.8   6,521 13.2 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   1,716     1,716     

２ 任意積立金               

(1) 研究積立金   7,500     7,500     

(2) 配当準備積立金   2,000     2,000     

(3) 固定資産圧縮積立金   274     263     

(4) 別途積立金   8,500     8,500     

３ 当期未処分利益   4,381     5,073     

利益剰余金合計     24,372 48.0   25,054 50.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    1,896 3.7   2,722 5.5 

Ⅴ 自己株式 ※５   △208 △0.4   △213 △0.4 

資本合計     39,450 77.6   40,953 82.9 

負債及び資本合計     50,816 100.0   49,409 100.0 



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１ 製品売上高   18,662     18,555     

２ 商品売上高   1,421 20,084 100.0 1,195 19,750 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 製品期首たな卸高   1,671     1,933     

２ 商品期首たな卸高   41     50     

３ 当期製品製造原価 ※１ 14,225     15,397     

４ 当期商品仕入高   1,383     1,146     

合計   17,322     18,528     

５ 製品他勘定振替高 ※２ 56     191     

６ 商品他勘定振替高   0     2     

７ 製品期末たな卸高 ※３ 1,933     2,347     

８ 商品期末たな卸高   50     38     

    15,281     15,948     

９ 原材料評価損   10 15,292 76.1 12 15,961 80.8 

売上総利益     4,792 23.9   3,789 19.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 販売促進費   479     517     

２ 運送費   533     493     

３ 保管料   299     206     

４ 役員報酬   116     136     

５ 給料手当   286     296     

６ 賞与   113     77     

７ 役員退職慰労引当金繰
入額 

  23     －     

８ 退職給付費用   30     25     

９ 減価償却費   138     206     

10 研究開発費 ※１ 617     550     

11 消耗品費   175     164     

12 その他   686 3,500 17.4 812 3,487 17.7 

営業利益     1,291 6.4   302 1.5 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   6     7     

２ 有価証券利息   －     19     

３ 受取配当金   79     90     

４ 為替差益   40     147     

５ 賃貸収入 ※４ 257     96     

６ デリバティブ評価益   143     152     

７ その他   69 595 3.0 82 596 3.0 

 



    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   7     31     

２ 賃貸費用   175     67     

３ その他   9 193 1.0 6 105 0.5 

経常利益     1,693 8.4   793 4.0 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※５ 124     12     

２ 投資有価証券売却益   －     185     

３ デリバティブ解約益   －     601     

４ その他   0 124 0.6 14 814 4.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 前期損益修正損 ※６ 23     0     

２ 固定資産売却損 ※７ 5     13     

３ 固定資産除却損 ※８ 126     30     

４ 減損損失  ※９ －     86     

５ 投資有価証券評価損   0     －     

６ その他 ※10 11 168 0.8 0 130 0.6 

税引前当期純利益     1,650 8.2   1,477 7.5 

法人税、住民税及び事
業税 

  156     12     

法人税等調整額   158 315 1.6 162 175 0.9 

当期純利益     1,334 6.6   1,302 6.6 

前期繰越利益     3,299     4,023   

中間配当額     252     252   

当期未処分利益     4,381     5,073   

                



製造原価明細書 

 （注) ※１ 主な内訳は次のとおりです。 

※２ 他勘定への振替高の内訳は次のとおりです。 

（原価計算の方法） 

工程別総合原価計算です。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  6,580 45.5 6,807 43.2

Ⅱ 労務費  3,103 21.5 3,169 20.1

Ⅲ 経費 ※１ 4,763 33.0 5,787 36.7

当期製造費用  14,447 100.0 15,764 100.0 

期首仕掛品たな卸高  155 198 

合計  14,602 15,962 

期末仕掛品たな卸高  198 370 

他勘定への振替高 ※２ 178 194 

当期製品製造原価  14,225 15,397 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

項目 金額（百万円） 金額（百万円） 

燃料費 2,089 2,751

減価償却費 1,371 2,083

修繕費 554 400

修繕引当金繰入額 253 182

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

項目 金額（百万円） 金額（百万円） 

販売費及び一般管理費へ振替 127 135

売却 40 45

原材料評価損 10 12



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年６月25日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月25日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  4,381  5,073

Ⅱ 任意積立金取崩額   

固定資産圧縮積立金取崩
額 

 10 10 8 8

合計  4,392  5,082

Ⅲ 利益処分額   

１ 配当金 
  

 
302 

 (１株につき６円)
252 

 (１株につき５円) 

２ 役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
66 
(9) 

368 
― 
 (―) 

252

Ⅳ 次期繰越利益  4,023  4,830



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ  

 時価法 

(2) デリバティブ  

時価法。ただし、金利スワップの特例

処理の適用要件を満たすものについて

は特例処理を適用しております。 

 (3) たな卸資産 

移動平均法による低価法 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)

については定額法)を採用していま

す。 

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物    ７～50年 

機械装置  ３～15年 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用し

ています。 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上していま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 修繕引当金 

発電設備の定期修繕費用の支出に備

えるため、発生費用見込額の内当期

負担すべき費用を期間配分し設定し

ています。 

(2) 修繕引当金 

同左 

 



（会計処理方法の変更） 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上

しています。 

なお、数理計算上の差異は、翌期に

一括費用処理することとしていま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しています。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しています。 

ただし、平成17年4月1日以降に係る

役員退職慰労引当金の繰入は停止し

ています。 

４ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度
（自 平成16年４月１日  
   至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成17年４月１日 
     至 平成18年３月31日） 

―――――― 

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益は86百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 



（表示方法の変更） 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照書） ――――――  

  

  

  

 前事業年度に流動資産の「その他」に

含めて表示していました「前渡金」と

「前払費用」は、当事業年度より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前事業年度に流動資産の「その

他」に含めていました「前渡金」と「前

払費用」はそれぞれ、47百万円と44百万

円であります。 

（損益計算書）  前事業年度に販売費及び一般管理費の

「その他」に含めて表示しておりました

「消耗品費」は、当事業年度より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前事業年度に販売費及び一般管

理費「その他」に含めていました「消耗

品費」は130百万円であります。 

 前事業年度に特別損失「固定資産処分

損」に含めて表示していました「固定資

産売却損」及び「固定資産除却損」は、

当事業年度より区分掲記することといた

しました。 

 なお、前事業年度に特別損失「固定資

産処分損」に含めていました「固定資産

売却損」及び「固定資産除却損」はそれ

ぞれ、6百万円及び137百万円です。 

 前事業年度に営業外収益の「受取利

息」に含めて表示しておりました「有価

証券利息」は、当事業年度より区分掲記

することといたしました。 

 なお、前事業年度に営業外収益の「受

取利息」に含めていました「有価証券利

息」は2百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産のうち、工場財団を組成し次のとお

り債務の担保に供しています。 

※１ 有形固定資産のうち、工場財団を組成し次のとお

り債務の担保に供しています。 

担保に供している資産  

建物 5,793百万円

構築物 375 〃 

機械装置 9,046 〃 

土地 175 〃 

計 15,391百万円

担保に供している資産  

建物 5,573百万円

構築物 359 〃 

機械装置 8,318 〃 

土地 175 〃 

計 14,426百万円

担保されている債務  

長期借入金 10百万円

担保されている債務  

長期借入金 10百万円

※２ 会社が発行する株式の総数(授権株式数) ※２ 会社が発行する株式の総数(授権株式数) 

普通株式 150,000,000株 普通株式 150,000,000株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めています。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めています。 

会社の発行済株式総数  

普通株式 50,911,917株

会社の発行済株式総数  

普通株式 50,911,917株

※３ 関係会社に対する資産 

区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

※３ 関係会社に対する資産 

区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

売掛金 794百万円 売掛金 827百万円

 ４ 偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して次の

とおり債務保証をしています。 

 ４ 偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して次の

とおり債務保証をしています。 

被保証者   保証金額 

㈱テーエス・スピロン   85百万円

被保証者   保証金額 

特種紙商事㈱   25百万円

※５ 当社が保有する自己株式数 ※５ 当社が保有する自己株式数 

普通株式 441,368株 普通株式 449,596株

 ６ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が1,896百万

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

 ６ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が2,722 百

万円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は657百万円です。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は675百万円です。 

※２ 製品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 ※２ 製品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費 

製品廃棄損 34百万円

販売促進費 16 〃 

その他 4 〃 

計 56百万円

製品廃棄損 151百万円

販売促進費 31 〃 

その他 9 〃 

計 191百万円

※３ 低価法の評価損控除後の金額です。 ※３ 低価法の評価損控除後の金額です。 

製品評価損 19百万円 製品評価損 117百万円

※４ 関係会社に対するものは次のとおりです。 ※４ 関係会社に対するものは次のとおりです。 

賃貸収入 252百万円 賃貸収入 79百万円

※５ 固定資産売却益のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※５ 固定資産売却益のうち主要なものは次のとおりで

す。 

工具器具備品 124百万円 工具器具備品 10百万円

※６ 前期損益修正損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※６         ―――――― 

過年度受取利息修正 20百万円

滞留債権等整理損 2百万円

   

   

※７ 固定資産売却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※７ 固定資産売却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

工具器具備品 5百万円 工具器具備品 9百万円

※８ 固定資産除却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

※８ 固定資産除却損のうち主要なものは次のとおりで

す。 

建物 32百万円

構築物 25 〃 

機械装置 64 〃 

機械装置 16百万円

建物 6 〃 

構築物 5 〃 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※９         ―――――― ※９ 当事業年度において、当社は事業所別にグルーピ

ングを行い、遊休資産については物件ごとにグル

ーピングを行い、以下の資産グループについて減

損損失を計上しています。 

    遊休資産については、将来における利用計画がなく

    地価も著しく下落しているため、帳簿価額を回収可

    能価額まで減少し、当該減少額を減損損失額として

    認識しました。その内訳は以下のとおりです。 

    なお、回収可能価額として正味売却価額により測定

    しており、売却が見込まれるものについては売却見

    込額、それ以外のものについては主として固定資産

    税評価額から算出しています。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円） 
備考 

 静岡県 

 富士宮市 
製造設備等 土地等 70  遊休状態 

 長野県 

 茅野市 
厚生施設 建物等 16  遊休状態 

合計   86  

建物    10百万円 

土地    68  〃 

その他     7 〃 

合計    86 〃 

 ※10 その他特別損失のうち主要なものは次のとおりで 

    す。 

出資金評価損 11百万円

 ※10         ―――――― 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

    
機械装置

(百万円) 
  

車両 

運搬具 

(百万円)

  

工具器 

具備品 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額相当額   348   24   70   443 

減価償却累計額

相当額 
  325   16   41   384 

期末残高相当額   22   7   28   58 

    
機械装置

(百万円)
  

車両 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器 

具備品 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額相当額   11   －   44   56 

減価償却累計額

相当額 
  3   －   31   34 

期末残高相当額   8   －   13   21 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 36百万円

１年超 21 〃 

合計 58百万円

１年以内 9百万円

１年超 12 〃 

合計 21百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78 〃 

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 35 〃 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため支払利子込み

法により算定しています。 

利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

 前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月

31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(流動資産)   

繰延税金資産   

未払賞与 181百万円

修繕引当金 55 〃 

未払事業税 31 〃 

その他 56 〃 

繰延税金資産純額 323 〃 

(流動資産)   

繰延税金資産   

未払賞与 174百万円

修繕引当金  95 〃 

その他 51 〃 

繰延税金資産純額 321 〃 

(固定負債)  

繰延税金資産  

固定資産評価損 1,095百万円

退職給付引当金 801 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 409 〃 

投資有価証券評価損 118 〃 

修繕引当金 58 〃 

その他 80 〃 

評価性引当額 △1,522 〃 

小計 1,040 〃 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,268 〃 

固定資産圧縮積立金 △173 〃 

小計 △1,441 〃 

繰延税金負債純額 △401 〃 

(固定負債)  

繰延税金資産  

退職給付引当金 672百万円

固定資産評価損 645 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 335 〃 

繰越欠損金 174 〃 

投資有価証券評価損 58 〃 

修繕引当金 24 〃 

その他 61 〃 

評価性引当額 △1,114 〃 

小計 855 〃 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,792 〃 

固定資産圧縮積立金 △167 〃 

小計 △1,960 〃 

繰延税金負債純額 △1,105 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.7％ 

（調整）   

評価性引当額の減少 △19.1％ 

試験研究費等の税額控除 △2.2％ 

受取配当金等永久に益金算入

されない項目 
△1.0％ 

交際費損金不算入額 0.8％ 

住民税均等割等 0.7％ 

その他 0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
19.1％ 

法定実効税率 39.7％ 

（調整）   

評価性引当額の減少 △27.6％ 

受取配当金等永久に益金算入

されない項目 
△1.2％ 

交際費損金不算入額 0.8％ 

住民税均等割等 0.7％ 

その他 △0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
11.9％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 780.35円 １株当たり純資産額 811.56円

１株当たり当期純利益金額 25.11円 １株当たり当期純利益金額 25.81円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないため記載していません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないため記載していません。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益金額(百万円) 1,334 1,302 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 66 ― 

(うち利益処分による役員賞与金) (66) (―) 

普通株式に係る当期純利益金額(百万円) 1,268 1,302 

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,532 50,466 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

(その他有価証券)     

大日本印刷㈱ 1,035,843 2,206 

㈱静岡銀行 1,669,948 1,983 

凸版印刷㈱ 505,870 825 

㈱スルガ銀行 291,071 463 

新生紙パルプ商事㈱ 2,606,096 443 

㈱十六銀行 471,977 375 

平和紙業㈱ 505,100 311 

㈱清水銀行 50,000 292 

㈱みずほフィナンシャルグループ 239 230 

三菱製紙㈱ 543,855 139 

他 20銘柄 1,319,171 487 

計 8,999,170 7,759 

 （注）平成17年10月に大倉三幸㈱と㈱岡本が合併し、新生紙パルプ商事㈱となりました。 

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

(その他有価証券)     

国際復興開発銀行米ドル建債券 315 336 

㈱静岡銀行ユーロ米ドル建社債 112 112 

計 427 449 



【有形固定資産等明細表】 

 （注) １ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

       建物    １５号建屋関連      ３１百万円     

       東京本社内装工事関連   ２４百万円 

       焼却処理施設関連     ２２百万円 

       機械装置  発電設備関連      １９６百万円 

             １５号機抄紙機関連   １６５百万円 

              排水処理施設関連    １３２百万円 

       建設仮勘定 １５号機工事関連    ２６８百万円 

             排水処理設備工事関連  １９３百万円  

２ 当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

        建設仮勘定 排水処理設備工事関連  １７２百万円 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

建物 14,907 146 
47 

(10)
15,006 6,808 494 8,197 

構築物 1,633 39 
179 

（0)
1,492 967 73 525 

機械装置 34,212 775 166 34,822 25,528 1,684 9,294 

車両運搬具 146 9 4 151 108 19 43 

工具器具備品 842 58 95 805 435 87 369 

土地 5,944 － 
175 

(68)
5,769 － － 5,769 

建設仮勘定 98 1,092 1,138 53 － － 53 

有形固定資産計 57,785 2,121 
1,806 

(78)
58,100 33,847 2,358 24,252 

無形固定資産               

借地権 25 16 
16 

(7)
25 － － 25 

ソフトウェア 30 13 12 32 7 7 24 

電話施設利用権 3 － － 3 － － 3 

その他 15 － 2 12 6 1 5 

無形固定資産計 74 29 
31 

(7)
73 14 8 59 

長期前払費用 116 7 72 50 11 3 39 



【資本金等明細表】 

 （注) １ 当期末における自己株式は449,596株です。 

２ 当期減少額は利益処分による取崩額です。 

【引当金明細表】 

 （注) １ 貸倒引当金当期減少額「その他」欄は、洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 6,867 － － 6,867 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注)１ (株) (50,911,917) － － (50,911,917) 

普通株式 (百万円) 6,867 － － 6,867 

計 (株) (50,911,917) － － (50,911,917) 

計 (百万円) 6,867 － － 6,867 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 (百万円) 6,521 － － 6,521 

計 (百万円) 6,521 － － 6,521 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 (百万円) 1,716 － － 1,716 

任意積立金           

研究積立金 (百万円) 7,500 － － 7,500 

配当準備積立金 (百万円) 2,000 － － 2,000 

固定資産圧縮積立金

(注)２ 
(百万円) 274 － 10 263 

別途積立金 (百万円) 8,500 － － 8,500 

小計 (百万円) 18,274 － 10 18,263 

計 (百万円) 19,991 － 10 19,980 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 19 7 － 7 19 

役員退職慰労引当金 63 － 19 － 44 

修繕引当金 285 182 166 － 301 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１) 資産の部 

(イ) 流動資産 

１ 現金及び預金 

２ 受取手形 

（相手先別内訳） 

（期日別内訳） 

区分 金額(百万円) 

現金 3 

預金   

当座預金 1,865 

普通預金 602 

その他 300 

預金計 2,768 

合計 2,772 

相手先 金額(百万円) 

北海道トッパン・フォームズ㈱ 13 

山陽トッパン・フォームズ㈱ 11 

㈱イセトー 3 

㈱ノリタケコーテッドアブレーシブ 1 

合計 31 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 計 

金額(百万円) 12 8 6 4 31 



３ 売掛金 

（相手先別内訳） 

（売掛金の発生及び回収並びに滞留状況） 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。 

４ 商品 

５ 製品 

相手先 金額(百万円) 

㈱竹尾 2,162 

平和紙業㈱ 957 

新生紙パルプ商事㈱ 856 

特種紙商事㈱ 827 

㈱大文字洋紙店 794 

その他 2,000 

合計 7,598 

（注）平成17年10月に大倉三幸㈱と㈱岡本が合併し、新生紙パルプ商事㈱となりました。  

前期繰越高 

(百万円) 

当期発生高 

(百万円) 

当期回収高 

(百万円) 

当期末残高 

(百万円) 
回収率(％) 滞留期間(日) 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

7,496 20,738 20,635 7,598 73.0 132.8 

品名 金額(百万円) 

特殊印刷用紙 37 

特殊機能紙 0 

合計 38 

品名 金額(百万円) 

特殊印刷用紙 1,482 

特殊機能紙 865 

合計 2,347 



６ 原材料 

７ 仕掛品 

８ 貯蔵品 

品名 金額(百万円) 

パルプ原料他 1,101 

薬品染料 196 

合計 1,298 

品名 金額(百万円) 

未仕上紙 370 

合計 370 

品名 金額(百万円) 

製紙用具類他 373 

合計 373 



２) 負債の部 

(イ）流動負債 

１ 買掛金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円) 

コスモ石油㈱ 366 

㈱ユポ・コーポレーション 162 

三菱製紙㈱ 113 

オー・ジー㈱ 81 

特種メーテル㈱ 65 

その他 806 

計 1,594 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 毎年６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

１株券 10株券 100株券 500株券 1,000株券 5,000株券 

10,000株券 50,000株券 

株数表示株券(100株未満) 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店、各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき8,600円 

株券登録料 １件につき500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店、各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第128期) 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 
  
平成17年６月27日 

関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 (第129期中) 
自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 
  
平成17年12月14日 

関東財務局長に提出。 

(3) 
自己株券買付状況 

報告書 
報告期間 

自 平成17年３月１日 

至 平成17年３月31日 
  
平成17年４月12日 

関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年４月１日 

至 平成17年４月30日 
  
平成17年５月12日 

関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年５月１日 

至 平成17年５月31日 
  
平成17年６月10日 

関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年６月１日 

至 平成17年６月30日 
  
平成17年７月13日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月25日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、特種

製紙株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月25日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、特種

製紙株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減

損に係る会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。   

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月25日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第128期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、特種製紙

株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月25日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第129期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任者は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、特種製

紙株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報  

  「会計処理方法の変更」に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表

を作成している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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